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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

第２四半期
連結累計期間

第33期
第２四半期
連結累計期間

第32期

会計期間
自 2018年３月１日
至 2018年８月31日

自 2019年３月１日
至 2019年８月31日

自 2018年３月１日
至 2019年２月28日

営業収益 (千円) 13,003,180 22,451,873 27,783,095

経常利益 (千円) 771,273 947,819 1,703,837

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 527,541 624,048 1,167,620

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 461,544 533,212 1,055,116

純資産額 (千円) 5,708,469 11,564,963 5,954,735

総資産額 (千円) 8,005,016 20,549,476 8,214,350

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 27.60 26.10 61.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.0 54.6 72.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 590,605 127,761 1,489,112

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,315 △300,925 271,453

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △363,508 55,708 △710,455

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,045,909 9,108,274 4,837,559

回次
第32期

第２四半期
連結会計期間

第33期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年６月１日
至 2018年８月31日

自 2019年６月１日
至 2019年８月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 17.42 15.96

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標

等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

５．当社は2019年３月１日付で、当社を株式交換完全親会社、日新運輸株式会社を株式交換完全子会社とする株

式交換を行いました。これに伴い、第33期第２四半期連結累計期間における経営指標等は、第32期第２四半

期連結累計期間又は第32期と比較して大幅に変動しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

2019年３月１日付の株式交換による日新運輸株式会社の完全子会社化に伴い、第１四半期連結会計期間より、同

社及びその子会社であるニッシントランスコンソリデーター株式会社、日一新国際物流（上海）有限公司、暖新国

際貿易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.を連結の範囲に含めております。

なお、日新運輸株式会社及びその子会社４社は当社の特定子会社に該当しております。

また、連結子会社であった「AIT LOGISTICS (THAILAND)LIMITED」は清算に伴い、第１四半期連結会計期間より連

結の範囲から除外しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前連結

会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に緩やかな回復基調が継続し

ております。一方で米中貿易摩擦問題による経済への影響が懸念され、景気の先行きには不透明感が増しておりま

す。

このような状況下、当社は本年３月１日を効力発生日とし、当社を株式交換完全親会社、日新運輸株式会社（以下

「日新運輸」といいます。）を株式交換完全子会社とする株式交換を行いました。

この株式交換により、日新運輸並びに同社の日本、中国及びミャンマーのそれぞれの子会社が当社グループに加わ

ったことで、国内外における当社グループの事業基盤と拠点網は拡充しました。さらに検品・検針・加工業務といっ

た輸出入の付帯業務までを当社グループで請け負える環境となり、顧客へより充実したサービスの提供が可能となり

ました。

これらの効果やグループシナジーの創出に向けての取組みに注力したこと、並びに従来からの一貫輸送の提案型営

業を積極的に展開したことで、当社グループの主力である中国や東南アジアから日本への輸入海上輸送の取扱いは増

すこととなり、事業規模の拡大へと繋がりました。

また、国内外での輸送における仕入コストは上昇基調にありますが、販売価格への転嫁等にも取り組み、安定した

利益の確保に努めてまいりました。

販売費及び一般管理費では、日新運輸を子会社化したことによるのれん償却額の発生や人員の増加及び人事制度の

再構築による人件費の上昇等により、各費目で増加することとなりましたが、その反面、グループで可能な限りコス

トを削減すべく検討を重ねることで、利益の創出を図ってまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における営業収益は22,451百万円（前年同期比72.7％増）と前年同期を大き

く上回り、営業利益は762百万円（前年同期比6.8％増）となりました。また、持分法による投資利益等の計上により

営業外収益が増加したことで、経常利益は947百万円（前年同期比22.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

624百万円（前年同期比18.3％増）といずれも前年同期を上回ることとなりました。

セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

なお、本年３月１日を効力発生日とする株式交換により当社グループに加わった日新運輸及びニッシントランスコ

ンソリデーター株式会社は報告セグメントの「日本」に含めており、日一新国際物流（上海）有限公司、暖新国際貿

易（上海）有限公司は「中国」に、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.は報告セグメントに含まれない事業セグメント「そ

の他」にそれぞれ含めております。

また、連結子会社であった「AIT LOGISTICS (THAILAND)LIMITED」は清算のため、第１四半期連結会計期間より連結

の範囲から除外したことに伴い、報告セグメントの「タイ」を廃止しております。

①日本

当第２四半期連結累計期間では、従来から行ってきた一貫輸送の獲得に向けての営業活動に加え、日新運輸との企

業結合の効果によって、主に中国から日本への輸入貨物の取扱いが増加することとなりました。

その結果、海上輸送の取扱コンテナ本数は、輸入で128,088TEU（前年同期比28.3％増）、輸出入合計で136,641TEU

（前年同期比28.8％増）、通関受注件数は75,492件（前年同期比75.0％増）と前年同期を大きく上回りました。

また、販売価格及び利益の改善を図るべく、海上輸送の運賃や上昇している日本国内の配送料金の価格転嫁にも取

り組んでまいりました。

以上のことから、日本における営業収益は17,829百万円（前年同期比69.4％増）となり、セグメント利益は、のれ

ん償却額を含む販売費及び一般管理費の増加により492百万円（前年同期比10.6％増）となりました。
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②中国

日本向け貨物の取扱量の増加により、中国国内での輸送関連の収益機会も増し、更に日新運輸との企業結合で中国

国内での検品・検針・加工業務における収益も加わったことで、事業規模は拡大しました。

以上のことから、中国における営業収益は4,067百万円（前年同期82.8％増）となり、セグメント利益は、のれん償

却額を含む販売費及び一般管理費の増加が影響し、227百万円（前年同期比14.8％減）となりました。

③その他

米国、台湾現地法人及びベトナム合弁会社それぞれで貨物の取扱量も増加し、加えてミャンマーでの収益も加わり、

営業収益は554百万円（前年同期は営業収益207百万円）、セグメント利益は43百万円（前年同期はセグメント利益３

百万円）となりました。

（注）TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20フィートコンテナ換算）とは、海上コンテナの数量を表す単位で、20

フィートコンテナ１個分を１TEUと計算します。

(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況は、2019年３月１日付の株式交換により日新運輸を完全子会社化したことに伴い、

大幅に変動しております。

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ12,335百万円増加し20,549百万円とな

りました。

流動資産は、前連結会計年度末に比べ7,847百万円増加し15,573百万円となりました。これは主に日新運輸を完

全子会社化したことに伴って、現金及び預金が4,344百万円、受取手形及び売掛金が2,945百万円増加したことによ

るものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ4,487百万円増加し4,976百万円となりました。これは主に日新運輸を完全

子会社化したことに伴って、のれんが3,034百万円、投資有価証券が499百万円、有形固定資産が495百万円増加し

たことによるものであります。なお、のれんの金額は、取得原価の配分等が完了していないため、暫定的に算定さ

れた金額であります。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債総額は、前連結会計年度末に比べ6,724百万円増加し8,984百万円とな

りました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べ6,329百万円増加し8,104百万円となりました。これは主に日新運輸を完全

子会社化したことに伴って、短期借入金が4,315百万円、買掛金が1,352百万円、賞与引当金が186百万円増加した

ことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ395百万円増加し879百万円となりました。これは主に日新運輸を完全子会

社化したことに伴って、退職給付に係る負債が200百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ5,610百万円増加し11,564百万円となりました。これは主に日新運輸との株

式交換に伴う新株発行により資本剰余金が5,053百万円、日新運輸を完全子会社化したことに伴って非支配株主持

分が317百万円増加したことによるものです。また、親会社株主に帰属する四半期純利益624百万円を計上した一方

で、剰余金の配当により344百万円が減少したことによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

180百万円減少し、株式交換による現金及び現金同等物の増加額4,451百万円と合わせ、9,108百万円となりまし

た。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの内訳は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は127百万円（前年同期比462百万円減）となりました。これは主に、税金等調整

前四半期純利益を967百万円計上したことのほか、仕入債務の増加459百万円、のれん償却額172百万円、利息及び

配当金の受取額154百万円、減価償却費102百万円等の資金の増加要因に対し、預り金の減少856百万円、売上債権

の増加710百万円、持分法による投資利益107百万円、立替金の増加103百万円等の資金の減少要因によるものであ

ります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、支出した資金は300百万円（前年同期比295百万円増）となりました。これは主に、定期預金の

預入による支出405百万円、無形固定資産の取得による支出99百万円、差入保証金の差入による支出81百万円、有

形固定資産の取得による支出72百万円等の資金の減少要因に対し、定期預金の払戻による収入324百万円等の資金

の増加要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、獲得した資金は55百万円（前年同期は363百万円の支出）となりました。これは、短期借入れ

による収入4,397百万円による資金の増加要因に対し、短期借入金の返済による支出3,981百万円、配当金の支払

343百万円等による資金の減少要因によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

(6) 従業員数

連結会社の状況

2019年３月１日付の株式交換による日新運輸株式会社の完全子会社化に伴い、当第２四半期連結累計期間に

おいて、同社及びその子会社であるニッシントランスコンソリデーター株式会社、日一新国際物流（上海）有

限公司、暖新国際貿易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.を連結の範囲に含めたことにより、

従業員数は、日本において190名、中国において218名、その他において368名増加しております。

(7) 販売実績

　当第２四半期連結累計期間において、販売実績が著しく変動しております。

この理由につきましては、2019年３月１日付の株式交換による日新運輸株式会社の完全子会社化に伴い、当第２四

半期連結累計期間において、同社及びその子会社であるニッシントランスコンソリデーター株式会社、日一新国際

物流（上海）有限公司、暖新国際貿易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.を連結の範囲に含めたこ

とによるものであります。

セグメントの名称

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年８月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

日本 17,829,521 ＋69.4

中国 4,067,924 ＋82.8

その他 554,427 ＋167.0

合計 22,451,873 ＋72.7

(注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３．「その他」には、米国、台湾、ベトナム及びミャンマーの現地法人を含めております。

３ 【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,856,000

計 53,856,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年10月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 23,913,600 23,913,600
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株数は
100株であります。

計 23,913,600 23,913,600 ― ―

(注) 当社株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年６月１日～
2019年８月31日

― 23,913,600 ― 271,140 ― 5,275,185
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(5) 【大株主の状況】

2019年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

株式会社エイチアンドワイ 大阪市北区大深町３番40－2502 7,139,600 29.86

株式会社日立物流
東京都中央区京橋２丁目９番２号日立物流
ビル

4,800,000 20.07

ビ－エヌワイエム アズ エ－ジ
－テイ クライアンツ １０ パ
－セント
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NY 10286,
UNITED STATES
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

918,500 3.84

ビ－ビ－エイチ フイデリテイ ピ
ユ－リタン フイデリテイ シリ－
ズ イントリンシツク オポチユニ
テイズ フアンド
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

245 SUMMER STREET BOSTON, MA 02210
U.S.A.
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

900,000 3.76

ノーザン トラスト カンパニー
エイブイエフシー リ フィデリ
ティ ファンズ
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

573,220 2.40

馬上 真一 大阪市中央区 500,000 2.09

ステート ストリート バンク ア
ン ド ト ラ ス ト カ ン パ ニ ー
505224
（常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南二丁目15番１号）

500,000 2.09

矢倉 英一 大阪市北区 496,400 2.08

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 495,700 2.07

ビ－ビ－エイチ グランジヤ－
ピ－ク インタ－ナシヨナル オ
ポチユニテイ－ズ フアンド
（常任代理人 株式会社三菱ＵＦ
Ｊ銀行）

1290 BROADWAY STE 1100 DENVER COLORADO
80203
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

446,600 1.87

計 ― 16,770,020 70.13

(注)１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 422,300株

２．2019年３月25日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、エフエムアール エル

エルシーが2019年３月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２

四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

エフエムアール エルエル
シー
（FMR LLC）

米国 02210 マサチューセッツ州ボ
ストン、サマー・ストリート245
(245 Summer Street, Boston,
Massachusetts 02210, USA)

1,975,420 8.26
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 ―

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,910,700 239,107 ―

単元未満株式 普通株式 2,900 ― ―

発行済株式総数 23,913,600 ─ ―

総株主の議決権 ― 239,107 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。

② 【自己株式等】

2019年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合（％）

― ― 　― ― ― ―

計 ― ― ― ― 　―

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 坂 本 泰 典 2019年６月28日

（注）辞任により退任いたしました。

(2)役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長
（事業戦略室・海外（中国）担当）

代表取締役社長
（事業戦略室・海上業務部・海外
（中国）担当）

矢 倉 英 一 2019年７月10日

取締役
（海上業務部・大阪通関部担当）

取締役
（大阪通関部担当）

塚 田 泰 弘 2019年７月10日

(3)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％）
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2019年６月１日から2019年

８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年３月１日から2019年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,999,159 9,343,474

受取手形及び売掛金 1,833,833 4,778,980

立替金 775,691 878,607

その他 135,236 594,280

貸倒引当金 △18,866 △22,317

流動資産合計 7,725,053 15,573,025

固定資産

有形固定資産 82,423 577,558

無形固定資産

のれん - 3,034,961

その他 144,869 290,388

無形固定資産合計 144,869 3,325,349

投資その他の資産

投資有価証券 3,185 503,013

繰延税金資産 25,993 180,795

差入保証金 228,297 335,131

その他 4,758 54,676

貸倒引当金 △232 △73

投資その他の資産合計 262,003 1,073,543

固定資産合計 489,296 4,976,451

資産合計 8,214,350 20,549,476

負債の部

流動負債

買掛金 1,047,594 2,399,831

短期借入金 - 4,315,680

未払法人税等 253,949 339,376

賞与引当金 93,118 280,078

役員賞与引当金 20,000 10,150

その他 361,086 759,691

流動負債合計 1,775,748 8,104,807

固定負債

退職給付に係る負債 333,759 534,060

役員退職慰労引当金 94,220 103,604

その他 55,886 242,040

固定負債合計 483,865 879,705

負債合計 2,259,614 8,984,512
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2019年２月28日)

当第２四半期連結会計期間
(2019年８月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 271,140 271,140

資本剰余金 221,590 5,275,185

利益剰余金 5,378,034 5,659,383

自己株式 △68,008 △3

株主資本合計 5,802,756 11,205,706

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 223 △7,191

為替換算調整勘定 124,051 21,590

その他の包括利益累計額合計 124,274 14,399

非支配株主持分 27,704 344,857

純資産合計 5,954,735 11,564,963

負債純資産合計 8,214,350 20,549,476
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年８月31日)

営業収益

輸送事業収入 13,003,180 22,451,873

営業収益合計 13,003,180 22,451,873

営業原価

輸送事業仕入 10,959,200 18,405,458

営業原価合計 10,959,200 18,405,458

売上総利益 2,043,979 4,046,414

販売費及び一般管理費 ※ 1,330,379 ※ 3,284,003

営業利益 713,599 762,411

営業外収益

受取利息 4,886 12,559

受取配当金 29 2,442

持分法による投資利益 - 107,115

為替差益 29,720 36,168

その他 23,037 31,524

営業外収益合計 57,673 189,811

営業外費用

支払利息 - 2,004

その他 - 2,399

営業外費用合計 - 4,403

経常利益 771,273 947,819

特別利益

固定資産売却益 - 60

関係会社株式売却益 - 20,408

特別利益合計 - 20,468

特別損失

固定資産除却損 369 895

特別損失合計 369 895

税金等調整前四半期純利益 770,904 967,391

法人税、住民税及び事業税 252,586 310,886

法人税等調整額 △9,877 10,768

法人税等合計 242,709 321,655

四半期純利益 528,194 645,736

非支配株主に帰属する四半期純利益 653 21,688

親会社株主に帰属する四半期純利益 527,541 624,048
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年８月31日)

四半期純利益 528,194 645,736

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 28 △7,414

繰延ヘッジ損益 △330 -

為替換算調整勘定 △66,348 △105,109

その他の包括利益合計 △66,650 △112,524

四半期包括利益 461,544 533,212

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 462,201 514,173

非支配株主に係る四半期包括利益 △657 19,039
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 770,904 967,391

減価償却費 17,077 102,517

のれん償却額 - 172,330

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,144 2,743

賞与引当金の増減額（△は減少） 71,491 △2,908

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,300 △9,850

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,156 △40,194

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8,275 9,384

受取利息及び受取配当金 △4,916 △15,002

支払利息 - 2,004

為替差損益（△は益） △3,594 1,908

持分法による投資損益（△は益） - △107,115

有形固定資産売却損益（△は益） - △60

有形固定資産除却損 369 895

投資有価証券売却損益（△は益） - △20,408

預り金の増減額（△は減少） 26,094 △856,283

売上債権の増減額（△は増加） △201,886 △710,107

立替金の増減額（△は増加） △24,391 △103,086

仕入債務の増減額（△は減少） 98,307 459,102

その他 33,539 196,296

小計 806,271 49,559

利息及び配当金の受取額 4,870 154,538

利息の支払額 - △2,027

法人税等の支払額 △220,536 △74,309

営業活動によるキャッシュ・フロー 590,605 127,761

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △135,400 △405,000

定期預金の払戻による収入 135,400 324,000

有形固定資産の取得による支出 △3,569 △72,419

有形固定資産の売却による収入 - 81

無形固定資産の取得による支出 △486 △99,798

投資有価証券の売却による収入 - 28,935

差入保証金の差入による支出 △2,468 △81,986

差入保証金の回収による収入 1,209 1,958

その他 - 3,303

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,315 △300,925
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2018年３月１日
　至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
　至 2019年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 - 4,397,200

短期借入金の返済による支出 - △3,981,000

リース債務の返済による支出 - △5,798

配当金の支払額 △363,508 △343,999

非支配株主への配当金の支払額 - △10,340

その他 - △353

財務活動によるキャッシュ・フロー △363,508 55,708

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60,172 △63,080

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 161,609 △180,537

現金及び現金同等物の期首残高 3,884,299 4,837,559

株式交換による現金及び現金同等物の増加額 - 4,451,253

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,045,909 ※ 9,108,274
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1) 連結の範囲の重要な変更

2019年３月１日付の株式交換による日新運輸株式会社の完全子会社化に伴い、第１四半期連結会計期間より、

同社並びにその子会社であるニッシントランスコンソリデーター株式会社、日一新国際物流（上海）有限公司、

暖新国際貿易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.及び現在清算手続中のその他２社を連結の範囲

に含めております。

当該連結の範囲の変更は、当四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与え

ると見込んでおります。当該影響の概要は、連結貸借対照表の資産合計及び負債合計の増加、連結損益計算書

の営業収益等の増加であります。

なお、日新運輸株式会社及びその子会社４社は当社の特定子会社に該当しております。

また、連結子会社であった「AIT LOGISTICS (THAILAND)LIMITED」は清算に伴い、第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

2019年３月１日付の株式交換による日新運輸株式会社の完全子会社化に伴い、第１四半期連結会計期間より、

青島海新達国際物流有限公司及びその他５社を持分法の適用の範囲に含めております。

(追加情報)

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。

(表示方法の変更)

(四半期連結損益計算書)

第１四半期連結会計期間より、従来、「販売費及び一般管理費」として表示していた国際貨物輸送、通関業

務及び配送に係る部門費を「営業原価」として表示する方法に変更しております。この変更は、費用収益の対

応をより明確にするとともに、当社グループの業績を統一した方法で管理し、売上総利益並びに販売費及び一

般管理費をより適切に表示するために行ったものであります。

この表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の組替を行って

おります。この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「販売費及び一般管理

費」として表示していた699,258千円は、「営業原価」として組み替えております。

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年３月１日
至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年８月31日)

給与手当（注） 617,332千円 1,276,460千円

賞与引当金繰入額（注） 72,426千円 205,526千円

退職給付費用 32,061千円 56,988千円

役員賞与引当金繰入額 9,500千円 10,150千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,275千円 9,384千円

貸倒引当金繰入額 2,208千円 10,035千円

（注）表示方法の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より表示方法の変更を行っております。なお、前

第２四半期連結累計期間の販売費及び一般管理費のうち主要な費目については、当該表示方法の変更を反映

した組替え後の金額を記載しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 2018年３月１日
至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年８月31日)

現金及び預金 4,595,909千円 9,343,474千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △550,000千円 △235,200千円

現金及び現金同等物 4,045,909千円 9,108,274千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年３月１日 至 2018年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月24日
定時株主総会

普通株式 363,157 19.00 2018年２月28日 2018年５月25日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年10月10日
取締役会

普通株式 344,044 18.00 2018年８月31日 2018年10月25日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年３月１日 至 2019年８月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月21日
定時株主総会

普通株式 344,044 18.00 2019年２月28日 2019年５月22日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月９日
取締役会

普通株式 430,444 18.00 2019年８月31日 2019年10月28日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

当社は、2019年３月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会社、日新運輸株式会社を株式交換完全

子会社とする株式交換を行いました。また、これに伴う新株発行4,159,200株及び自己株式の割当640,800株を行

っております。この結果、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が5,053,595千円増加し、自己株式が

68,004千円減少しており、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が5,275,185千円、自己株式が３千円

となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2018年３月１日 至 2018年８月31日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント 四半期連結

日本 中国
（注）１

タイ 計
その他 合計 調整額 損益計算書

（注）２
計上額
（注）３

　営業収益

(1) 外部顧客に対する
　 営業収益

10,528,063 2,225,331 42,164 12,795,559 207,621 13,003,180 － 13,003,180

(2) セグメント間の
　 内部営業収益
　 又は振替高

108,429 1,149,244 15,089 1,272,764 133,456 1,406,221 △1,406,221 －

計 10,636,493 3,374,576 57,253 14,068,323 341,078 14,409,401 △1,406,221 13,003,180

セグメント利益
又は損失（△）

444,747 266,603 △1,269 710,080 3,519 713,599 － 713,599

(注) １．「中国」の区分は、中国及び香港の現地法人です。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、米国、台湾及びベトナムの現地

法人です。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2019年３月１日 至 2019年８月31日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

報告セグメント 四半期連結

日本 中国
（注）１

計
その他 合計 調整額 損益計算書

（注）２
計上額
（注）３

　営業収益

(1) 外部顧客に対する
　 営業収益

17,829,521 4,067,924 21,897,446 554,427 22,451,873 － 22,451,873

(2) セグメント間の
　 内部営業収益
　 又は振替高

132,511 2,077,798 2,210,309 261,258 2,471,568 △2,471,568 －

計 17,962,032 6,145,723 24,107,756 815,685 24,923,441 △2,471,568 22,451,873

セグメント利益 492,092 227,137 719,230 43,180 762,411 － 762,411

(注) １．「中国」の区分は、中国及び香港の現地法人です。

２．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、米国、台湾、ベトナム及びミャ

ンマーの現地法人です。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

当社は、2019年３月１日付で当社を株式交換完全親会社、日新運輸株式会社を株式交換完全子会社とする株

式交換を行い、第１四半期連結会計期間より、同社及びその子会社であるニッシントランスコンソリデーター

株式会社、日一新国際物流（上海）有限公司、暖新国際貿易（上海）有限公司、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.

を連結の範囲に含めております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において、「日本」のセグメント資産が前連結会計年度末に比べ

10,179,638千円増加しております。また、「中国」のセグメント資産は前連結会計年度末に比べ4,246,136千円

増加し、「その他」のセグメント資産は前連結会計年度末に比べ729,840千円増加しております。

なお、資産の金額は当第２四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に

算出された金額であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、株式交換によって当社グループに加わった日新運輸株式会社及びニッシント

ランスコンソリデーター株式会社は報告セグメントの「日本」に含めており、日一新国際物流（上海）有限公

司、暖新国際貿易（上海）有限公司は「中国」に、NISSHIN (MYANMAR) CO., LTD.は報告セグメントに含まれな

い事業セグメント「その他」にそれぞれ含めております。

また、連結子会社であった「AIT LOGISTICS (THAILAND)LIMITED」は清算のため、第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲から除外したことに伴い、報告セグメントの「タイ」を廃止しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2018年３月１日
至 2018年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2019年３月１日
至 2019年８月31日)

１株当たり四半期純利益 27円60銭 26円10銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 527,541 624,048

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

527,541 624,048

普通株式の期中平均株式数(株) 19,113,571 23,913,567

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第33期(2019年３月１日から2020年２月29日まで)中間配当については、2019年10月９日開催の取締役会において、

2019年８月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　 ① 配当金の総額 430,444千円

　 ② １株当たりの金額 18円00銭

　 ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年10月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年10月15日

株式会社エーアイテイー

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 羽 津 隆 弘 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 神 﨑 昭 彦 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エーア

イテイーの2019年３月１日から2020年２月29日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(2019年６月１日から2019

年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2019年３月１日から2019年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エーアイテイー及び連結子会社の2019年８月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2019年10月15日

【会社名】 株式会社エーアイテイー

【英訳名】 ＡＩＴ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 矢 倉 英 一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市中央区本町二丁目１番６号

【縦覧に供する場所】 株式会社エーアイテイー 東京支社

　(東京都港区芝五丁目26番24号)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長矢倉英一は、当社の第33期第２四半期（自 2019年６月１日 至 2019年８月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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